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（単位　百万円）

金　　　額 金　　　額

１８,５７０ ４７,４８６

６１１ ６,０２９

６,４７９ １５,５０３

２,２３０ ５４９

３,３８７ １,９７３

７９７ １,３３０

１,０３７ １,１２８

２６６ １６,７１２

３,７６１ １,６１８

△０ １,９３８

５６８

１３２

３１９,４８６ １６０,０５８

７０,８２１ １２７,４７０

１６６,５６３ ２５

１,８８０ ３１４

１６,８９７ ６,３６４

６３,３２４ ２５,８８３

２４,０１０ ２０７,５４５

２５,１８８

１３

１,８７２ １２６,３０７

１２,２４４ ２９,３８４

△５ １９,４９７

１９,４９５

２

７７,４２５

４,６４０

７２,７８４

３１８

４,６３５

６７,８３０

４,２０５

４,２０５

１３０,５１２

３３８,０５７ ３３８,０５７

固 定 資 産

その他有価証券評価差額金

未 収 運 賃

負債純資産合計資　産　合　計

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

未 払 費 用

預 り 連 絡 運 賃

前 受 金

流 動 負 債流 動 資 産

未 収 金

預 り 金

預 け 金 未 払 金

科　　　　目 科　　　　目

販 売 土 地 及 び 建 物

（純 資 産 の 部）

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 流 動 資 産

貯 蔵 品

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

固定資産圧縮積立金

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

貸 　借 　対 　照 　表

投 資 そ の 他 の 資 産

（2020年３月31日現在）

現 金 及 び 預 金

資 本 金

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 前 払 費 用

固定資産撤去損失引当金

株 主 資 本

利 益 準 備 金

評価・換算差額等

純 資 産 合 計

資 本 準 備 金

固 定 負 債

各 事 業 関 連 固 定 資 産

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

前 払 費 用

兼 業 固 定 資 産

前 受 運 賃

未 払 消 費 税 等

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

負　債　合　計

繰 延 税 金 負 債

貸 倒 引 当 金

鉄 道 事 業 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他 の 投 資 等

長 期 貸 付 金

退 職 給 付 引 当 金

関 係 会 社 株 式
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（単位　百万円）

　 ３６,５９０

２８,９６７

７,６２３

　 ４８,１６１

３５,９０３

１２,２５７

１９,８８０

２,６６５

５５６ ３,２２１

１,６６６

３２６

２５４ ２,２４７

２０,８５５

９１４

１０ ９２４

９１４

８,０４８

３１ ８,９９５

１２,７８５

５,７３１

△２,３１９ ３,４１２

９,３７２

全 事 業 営 業 利 益

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

経 常 利 益

営 業 収 益

営 業 費

そ の 他

科　　　　　　目

営 業 収 益

金　　　　　　　　額

鉄 道 事 業

兼 業

営 業 利 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損

固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

損　益　計　算　書

工 事 負 担 金 等 受 入 額

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

特 別 利 益

営 業 外 収 益
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの      期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの      移動平均法による原価法 

(2)  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

販売土地及び建物     個別法による原価法（貸借対照表価額については収 

益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品           移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

鉄道事業の取替資産     取替法（定率法） 

その他の有形固定資産    定率法 

                  ただし、梅田阪神第１ビルディング（建物附属設

備を除く。）及び1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しています。    

(2)  無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しています。 

 

 

 

 



（ 4 ） 

 

 

３ 引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しています。 

(2)  賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当期の負担額を計

上しています。 

(3)  固定資産撤去損失引当金 

固定資産撤去工事に備えるため、費用を合理的に見積もることが可能な工事につ

いて、当該見積額を計上しています。 

(4)  ＰＣＢ処理引当金 

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物を処理するにあたり、その処理費用見込額

を「その他の固定負債」に含めて計上しています。 

 (5)  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しています。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっています。 

過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用処理しています。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理しています。 
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４ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1)  鉄道事業における工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工

事費の一部として、工事負担金等を受け入れています。この工事負担金等を受けて

取得した固定資産については、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得原価か

ら直接減額して計上しています。 

なお、損益計算書については、工事負担金等受入額を特別利益に計上するととも

に、固定資産の取得原価から直接減額した工事負担金等相当額を固定資産圧縮損と

して特別損失に計上しています。 

(2)  退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会

計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。 

(3)  消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

(4)  連結納税制度の適用 

阪急阪神ホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度の適用を受

けています。 

(5)  連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

       「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度

の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行

に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）

第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税

金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。 

 

追加情報 

（当社の取締役等に対する株式報酬制度） 

当社は、常勤の取締役及び執行役員（社外取締役及び国内非居住者を除く。）を対象に、

企業価値及び業績の向上に対する意欲を一層高めるとともに、株主価値の向上に対する

インセンティブを働かせることを目的として、株式報酬制度（以下、「本制度」という。）

を導入しています。 

本制度は、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し

ており、役位等に応じて、阪急阪神ホールディングス株式会社の株式及び阪急阪神ホー

ルディングス株式会社の株式の換価処分金相当額の金銭を交付及び給付する制度です。 
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貸借対照表に関する注記 

１ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

（固定資産） 

鉄道事業固定資産                                      60,179百万円 

 

(2) 担保に係る債務 

（流動負債） 

短期借入金                         2,955百万円 

    （固定負債） 

     長期借入金                       29,664百万円 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計額                             253,946百万円 

 

３ 事業用固定資産 

有形固定資産                                           237,145百万円 

土地                                                  83,941百万円 

建物                                                 100,887百万円 

構築物                                                43,344百万円 

車両                                                   5,214百万円 

その他                                                 3,758百万円 

無形固定資産                                             2,119百万円 

 

４ 保証債務 

阪急阪神ホールディングス株式会社                      471,120百万円 

その他                                                  54,019百万円 

計                                                525,140百万円 

  

５ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                                               903百万円 

長期金銭債権                                             9,041百万円 

短期金銭債務                                            19,481百万円 

長期金銭債務                                             3,232百万円 

 

６ 固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

220,849百万円 
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損益計算書に関する注記 

１ 営業収益                                            84,752百万円 

 

２ 営業費                                                    64,871百万円 

運送営業費及び売上原価                                  27,578百万円 

販売費及び一般管理費                                    21,509百万円 

諸税                                                     5,548百万円 

減価償却費                                              10,234百万円 

 

３ 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益                                              11,968百万円 

営業費                                                10,563百万円 

営業取引以外の取引による取引高                           4,402百万円 

 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未完了工事代、減損損失の否認

等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等です。 
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関連当事者との取引に関する注記

　１　親会社及び法人主要株主等
（単位　百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

債務保証 471,120 ― ―

　（注）１　取引金額及び期末残高には消費税等が含まれていません。
　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　 (1)　債務保証については、金融機関からの借入金、社債に対して保証したものです。なお、保証料の受取は行っていません。
　　　   (2)　被債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証を受けたものです。なお、保証料の支払は行っていません。

　２　子会社及び関連会社等
（単位　百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

関連
会社

西大阪高速鉄道
株式会社

（所有）
直接  35.0％

鉄道施設の賃借
債務保証
役員の兼任等

債務保証 17,266 ― ―

工事預託金の預託 79
その他の
投資等

9,040

債務保証 10,643 ― ―

　（注）１　取引金額には入場券販売業務の受託による預り額を除いて消費税等が含まれておらず、期末残高には預り金を除いて消費税等が含まれて
　　　　　いません。
　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
 　　　  (1)　入場券販売業務については、一般の取引条件により受託しています。
 　 　　 (2)　債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証したものです。なお、保証料の受取は行っていません。
　　 　  (3)　工事預託金については、神戸高速鉄道株式会社を事業主体とする鉄道施設の改良工事に伴うものであり、預託額については、一般の取
　　　　　  引条件と同様に決定しています。

関連
会社

神戸高速鉄道
株式会社

（所有）
直接  25.9％

鉄道施設の賃借
債務保証
役員の兼任等

― ―

子会社
株式会社
阪神タイガース

（所有）
直接 100.0％

野球場の賃貸
役員の兼任等

入場券販売業務の
受託による預り額

6,145 預り金 11,632

親会社
阪急阪神ホール
ディングス
株式会社

（被所有）
直接 100.0％

債務保証
被債務保証
役員の兼任等

被債務保証 19,605



（ 9 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　３　兄弟会社等
（単位　百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

債務保証 15,813 ― ―

被債務保証 19,605 ― ―

債務保証 5,485 ― ―

親会社
の

子会社

北大阪急行電鉄
株式会社

なし 債務保証 債務保証 4,809 ― ―

　（注）１　取引金額及び期末残高には消費税等が含まれていません。
　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　     (1)　資金の借入及び寄託金の預入については、阪急阪神ホールディングスグル―プにおける資金調達の一元化に伴うものです。
　　  　 (2)　債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証したものです。なお、保証料の受取は行っていません。
　　     (3)　被債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証を受けたものです。なお、保証料の支払は行っていません。

　４　役員及び個人主要株主等
（単位　百万円）

種類
会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

敷金の受入 ―
その他の
固定負債

3,670

予約証拠金の受入 ―
その他の
固定負債

3,500

　（注）１　取引金額及び期末残高には消費税等が含まれていません。
　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　 　  (1)　敷金の受入については、梅田１丁目１番地計画等に伴い、株式会社阪急阪神百貨店の代表者として行ったものであり、一般の取引条件
　　　　　　と同様に決定しています。
　　  　 (2)　予約証拠金の受入については、梅田１丁目１番地計画に伴い、株式会社阪急阪神百貨店の代表者として行ったものであり、一般の取引
　　　　　　条件と同様に決定しています。

親会社
の

役員
荒木　直也 なし

親会社の取締役

株式会社阪急阪神百貨店
代表取締役社長

長期 借入金 95,100

寄託金の預入 93,319 預け金 6,479
親会社
の

子会社

株式会社
阪急阪神
フィナンシャル
サポート

なし
資金の借入
寄託金の預入
債務保証等

資金の借入 27,000

親会社
の

子会社

阪急電鉄
株式会社

なし

債務保証
被債務保証
土地の賃貸
役員の兼任等



（ 10 ） 

 

１株当たり情報に関する注記 

１ １株当たり純資産額                                             309円53銭 

２ １株当たり当期純利益                                            22円23銭 

 

 


